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【経済トピック第36号】 

 

在アゼルバイジャン日本大使館 

2021年 4月 2日 

２０２０年アゼルバイジャン経済モニタリング調査報告： 結果概要 
～アゼルバイジャンの企業による2020年の経営状況及びビジネス環境の評価～ 

 

調査実施機関 経済改革学術研究所（経済省下部組織） 

調査発表月 ２０２１年３月 

調査方法 電子メール質問票 

調査対象企業 調査対象企業は、中小企業開発庁のデータベースに登録されている企業であり、バクーに限らず全国に所在している。 

調査回答企業数 第 1四半期：87社、第 2四半期： 128社、第 3四半期：32社、第 4四半期：58社 

調査対象企業規模 第 1四半期：詳細情報なし 

第 2四半期：詳細情報なし 

第 3四半期：32社中、大企業 16％、中企業41％、小企業38％、零細企業6％ 

第 4四半期：58社中、大企業22.4％、中企業31.0％、小企業34.5％、零細企業 12.1％ 
 

【注：以下グラフ内で表記されている％は、回答企業のうち当該回答を選択した企業の割合を示している。】 

調査対象企業の分野別分類  

 
 

 
 

サービス業  
 

 
 

  

  

 
  

 

 
 

 

 
 

製造業 

建設業 

運輸業 

卸売・小売業 

観光業 

その他 
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経済状況に対する満足度                                          直前四半期との比較でみた市況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業の生産量                                     小売業の売上高 

 

 2020年(百万マナト） 比率(%) 2019年比(%) 

小売業総売上高 40,166.5 100.0 98.7 

食料品 19,516.5 48.6  

飲料品・タバコ 2,168.5 5.4  
非食料品 18,481.7 46.0  

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

1.7% 

良い 

ある程度良い 

良くない 

その他 
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回答企業の製品とサービスの需要                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答企業の製品・サービスの価格 
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回答企業が利用する輸入品の価格                     回答企業が利用する原料ストック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

 
 

 
 

 

  

   

 

 

   



5 
 

内部留保額                                    借り入れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収益                                                                                 従業員数 
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第 4四半期 第 3四半期 

増加 減少 変化なし 

第 2四半期 第 1四半期 
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事業の制約要因・障害 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

  

   
  

  

 

   

 
 

 
 

   

  

 

 
  

  

 


